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報告書記載に関する一般的記載注意事項（ガス関係） 

 

平成２９年８月 

改正 令和７年３月 

 

 ガス関係報告規則（平成２９年経済産業省令第１６号）第３条において規定する様式

第９から第１３までの報告書及び附則第２条において規定する附則様式の報告書の記

載に関し、報告対象者が一般的に遵守すべき記載内容は次のとおりとする。 

 

(1) 報告様式は、省令又は本記載要領において特段の指示がない限り、加工、修正等を

行わないこととする。 

(2) 報告様式に記載する数字・アルファベット・記号については全て半角で記載するこ

ととする。 

(3) 各様式の上段の「年月日」欄には提出日を西暦で記載する。修正の場合は修正した

ものを提出した年月日を西暦で記載する。  

(4) 報告書の調査期間は、省令又は本記載要領において特段の指示がない限り、次のと

おりとする。 

I. 月報については、暦月の１か月を対象とする。 

II. 四半期報については、第１四半期を４月から６月まで、第２四半期を７月から

９月まで、第３四半期を１０月から１２月まで、第４四半期を翌年１月から３

月までとし、四半期ごとに報告する。 

III. 年報については、４月から翌年３月までとし、年ごとに報告する。 

(5) 報告書に計上すべき数値は、省令又は本記載要領において特段の指示がない限り、

調査期間中の数値を表すものにあってはその累計を、その他にあってはその期間の

終了日現在のものを記載する。 

(6) 各様式の表中の各欄において記載事項のない場合については空欄のままとし、様式

の一部を削除する等、変更をしないこととする。 

(7) 数字の桁区切り（，）は、記載しないこととする。また小数点以下の数値について

記載する場合には（．）を記載し、（，）は記載しないこととする。 

(8) 報告書に記載すべき数値については、省令又は本記載要領において特段の指示がな

い限り、単位未満を四捨五入して記載する。 
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(9) 数値に負数が生じた場合は「－（マイナス）」を付して記載する。 

(10) 報告書の提出に際しては、次の内容を記載した上で、電力・ガス取引監視等委員会

のホームページに記載された所定のメールアドレスへ送付することとする。 

① ガス事業者の名称及び代表者の氏名 

② 登録番号（ただし、一般ガス導管事業者及びガス製造事業者は除く） 

③ 連絡先担当者の氏名 

④ 連絡先担当者の電話番号 

⑤ 連絡先担当者の電子メールアドレス 

(11) 送付するメールに、必要に応じ一部内容の理解を助ける事項を任意に記載すること

ができる。 

(12) 提出した報告書の内容に、後日修正が生じた場合、速やかに電力・ガス取引監視等

委員会のホームページに記載された所定のメールアドレスへ修正版のファイルを

添えて変更点を連絡すること。 
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「ガス取引報」に係る記載要領 

 

平成２８年５月 

改正 平成３０年１月 

改正 令和４年４月 

改正 令和７年３月 

 

 ガス関係報告規則（平成２９年経済産業省令第１６号）第３条において規定する様式

９から第１３までの報告書（以下「ガス取引報」という。）に関する記載要領は次のと

おりとする。なお、各表上段の「年月日」欄には報告年月日を記載することとする。 

 

様式９ ガス販売量・契約件数等 

(1) 小売供給契約のうち、特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれ

を供給する分については、記載を要しない。 

(2) 「ガス販売量」の欄には、供給がなくても基本料金が発生している場合「0」（ゼロ）

を記載する。供給がなく、かつ、基本料金が発生していない場合は記載を要しない。  

(3) 指定旧供給区域等小売供給を行うガス小売事業者は、「１ ガス販売量・販売額・契

約件数」には供給区域における指定旧供給区域等小売供給を含めた供給実績を記載

する。 

(4) 「供給区域」の欄には、(5)を除き、小売供給を行っている区域を供給区域とする一

般ガス導管事業者の名称を記載する。ただし、当該一般ガス導管事業者が複数の供

給区域を設定している場合1は、地域名等を付記した上で、いずれの供給区域であ

るか区別して記載すること。 

(5) 特定ガス導管事業の供給地点で供給を行っている場合、「供給区域」の欄には、当

該特定ガス導管事業者の名称を記載する。ただし、当該特定ガス導管事業者が複数

の供給地点を設定している場合 1は、地域名等を付記した上で、いずれの供給地点

であるか区別して記載すること。 

「販売額」の欄には、実際に受領した金額を記載するのではなく、基本料金及び

従量料金の合計値を記載する。なお、「販売額」には消費税、遅収料金、延滞利息を

 
1 複数の託送供給約款が設定されている場合や託送供給約款に複数の託送料金が設定されてい

る場合をいう。なお、複数の託送料金が設定されている場合であっても、熱量等価で実質的に同

じ託送料金である場合はこれにあたらない（この場合、「標準熱量（ＭＪ）」の欄には、例えば「〇

〇ガス株式会社の供給区域（４５ＭＪ・４６ＭＪ）」のように記載すること。）。 
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含めず、原料費調整額を含めることとする。また、他の商品・役務とセット販売を行

い、セット割引等を適用している場合には、ガス料金とそれ以外の商品・役務提供の

対価に当該セット割引等の金額を振り分けた上で、ガス料金の売上高を報告すること

とする。 

 

［販売額の範囲］ 

販売額に含めるもの 基本料金、ガス料金、原料費調整額 

キャンペーンによる割引、契約超過金 

販売額に含めないもの 消費税、遅収料金、延滞利息 

※契約金・入会金等の小売供給をうけるために需要家が支払う一

切の契約事務手数料は販売額には含めないこととする。 

(6) 「１ ガス販売量・販売額・契約件数」には、最終保障供給約款に基づく供給に関

する情報は含めないこととする。 

(7) 「その他用」の欄には、商業用、工業用に該当しない官公庁、学校、大公使館、試

験研究機関、病院等向けのガス販売量等を記載する。 

(8) 媒介、取次ぎ、代理により小売供給契約を締結する場合には、需要家に対してガス

の供給を行っているガス小売事業者が、自社のガス販売量等として報告を行うこと

とする（媒介業者、取次業者又は代理業者として本報告を行う必要はない。）。 

(9) 検針日が月末ではないこと、需要家によって検針日が異なること等の理由により、

１か月分のガス販売量等の管理を暦月とは異なる期間を用いて行っている場合に

は、ガス販売量等の管理に用いている期間を用いて月ごとの合計値を算出して記載

する。例えば、前月の検針日翌日から当月の検針日当日までを１か月として当月分

のガス販売量、販売額及び契約件数を管理している場合には、この期間を用いて当

月分のガス販売量、販売額及び契約件数を計算することとし、当月の月初から月末

までの期間を１か月として管理している場合は、この期間を用いて計算する。 

(10) 「契約件数」には、小売託送供給の対象となる件数（一般ガス導管事業者の自社小

売部門による小売供給件数を含む。また、他のガス小売事業者への卸供給や自家使

用は含まない。）を記載する。そのため、例えば同一需要家に対する複数の需要地

への供給について、契約書や料金請求を一本化して行っている場合についても、複

数の契約件数として計上する。 

(11) 「契約件数」には、「受入件数」の件数を含めることとする。 

(12) 「契約件数」には、報告対象月の調定件数を記載することとする。 
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(13) 「受入件数」には他のガス小売事業者及び一般ガス導管事業者から新規に契約変更

し、初回調定した件数を記載することとし、旧簡易ガス形態のガス小売事業者（旧

ガス事業法第２条第１４項の事業、及びいわゆるＬＰストレート供給形態のガス小

売事業者を含む。）やＬＰガス、オール電化等から新規に契約変更した件数を含め

ないこととする。また、自社の他の料金メニュー（最終保障供給約款に基づく供給

を除く。）から契約変更した件数は、「受入件数」には含めない。 
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様式第１０ 小売供給契約の料金設定方法・契約期間等 

(1) 小売供給契約のうち、特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれ

を供給する分については、記載を要しない。 

(2) 報告対象期間の末日時点における契約件数又は報告対象期間の最終月の調定件数

が下記の基準2以上の料金メニューについて記載する（記載の要否は、当該料金メ

ニューを公表しているか否かにかかわらないため、留意すること。）。 

(3) 「その他用」の欄には、商業用、工業用に該当しない官公庁、学校、大公使館、試

験研究機関、病院等向けのガス販売量等を記載する。 

(4) 「料金設定方法」について、ガス使用量区分に応じた基本料金とガス使用量に応じ

た従量料金に区分して課金する場合には、「二部料金制」を選択する。なお、いわ

ゆる三部料金制（定額基本＋流量基本＋従量料金）及び四部料金制（定額基本＋流

量基本＋最大需要月基本＋従量料金）については、「二部料金制」に含まれるため、

留意すること。 

(5) 「料金設定方法」について、ガス使用量に単位料金を乗じて料金を決定することと

しつつ、最低使用量を定め、ガス使用量が非常に少ない（又は全く使用されない。）

時には最低使用量に応じた金額（最低料金）を課金する場合には、「最低料金制」

を選択する。 

(6) 「料金設定方法」について、ガス使用量に単位料金を乗じて料金を決定する場合で

あって、最低料金を課金しない場合には、「完全従量料金制」を選択する。 

(7) 「料金設定方法」について、ガス使用量にかかわらず定額で課金する場合には「定

額料金制」を選択する。 

(8) 料金設定方法を別紙で補足する場合には、「料金設定方法」の備考欄には「別紙参

照」等と記載する。なお、別紙のフォーマットは PDF、ワード、エクセル形式の

いずれかとし、ファイル名には事業者名を含めること。 

(9) 契約金、入会金等の名称を問わず、小売供給を受けるために需要家がガス小売事業

者に対して負うことになる金銭的負担（工事費等の実費負担を除く。）は全て契約

事務手数料等に含めることとする。 

(10) 「契約期間内に解約した場合の違約金等の設定」の欄には、契約期間の途中での解

 
2 家庭用・商業用・その他用契約件数：５０以上、工業用：５以上 
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約とは無関係に需要家が負担するもの（需要家による不正利用に関する違約金等）

は、含まない。 

(11) 契約期間と長期契約割引の関係については、例えば、家庭用の契約期間が１年であ

り、契約開始から半年間解約しないことを条件に割引が受けられるような契約であ

れば、「契約期間」の欄は「１年以上～２年未満」、「長期契約割引の適用に必要と

なる契約期間」の欄は「１年未満」を選択し、１年間の間に解約した場合の違約金

等の金額を「契約１件当たりの違約金等の金額」欄から選択する。 

(12) セット販売によりガス料金の割引を行う場合には、「他の商品・役務とのセット販

売」の備考欄に割引内容の概要を記載し、加えて「セット販売」の欄からセット販

売される商品・役務を選択する。なお、セット販売によりガス料金ではなくセット

販売される商品・役務の割引が受けられる場合は含まない。 
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様式第１１ 最終保障供給約款に基づくガス販売量・契約件数等 

(1) 検針日が月末ではないこと、需要家によって検針日が異なること等の理由により、

１か月分のガス販売量等の管理を暦月とは異なる期間を用いて行っている場合に

は、ガス販売量等の管理に用いている期間を用いて月ごとの合計値を算出して記載

する。例えば、前月の検針日当日から当月の検針日翌日までを１か月として当月分

のガス販売量、販売額及び契約件数を管理している場合には、この期間を用いて当

月分のガス販売量、販売額及び契約件数を計算することとし、当月の月初から月末

までの期間を１か月として管理している場合は、この期間を用いて計算する。 

(2) 当該一般ガス導管事業者が複数の供給区域を設定している場合 1、「供給区域」の欄

には地域名等を付記した上で、いずれの供給区域であるか区別して記載する 

(3) 「販売額」の欄には、実際に受領した金額を記載するのではなく、基本料金及び従

量料金の合計値を記載する。なお、「販売額」には消費税を含めず、原料費調整額

を含めることとする。 

(4) 「契約件数」の欄には、報告対象月の調定件数を記載することとする。 

(5) 「その他用」の欄には、商業用、工業用に該当しない官公庁、学校、大公使館、試

験研究機関、病院等向けのガス販売量等を記載する。 
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様式第１２ ガス事業者の契約状況 

(1) 「対象区域」の欄は、一般ガス導管事業者の供給区域（供給区域と接続している特

定導管を含む）を記載する。ただし、当該一般ガス導管事業者が複数の供給区域を

設定している場合 1は、地域名等を付記した上で、分けて記載すること。 

(2) 「１．調定数」の欄には、報告対象月における一般ガス導管事業者の供給区域（こ

れと一体的に維持し、及び運用する特定ガス導管事業の用に供する導管に係る供給

地点を含む。）の託送供給に係る調定件数（自己託送件数、一般ガス導管事業者の

自社小売部門による小売供給件数、及び最終保障供給件数を含む。また、連結託送

を含まない。）を記載する。そのため、例えば同一需要家に対する複数の需要地へ

供給について、契約書や料金請求を一本化して行っている場合についても、複数の

件数として計上する。 

(3) 「２．新規契約及び解約件数」において、「一般ガス導管事業者」の欄には最終保

障供給契約の新規契約若しくは解約の件数を、「一般ガス導管事業者の供給区域の

旧一般ガスみなしガス小売事業者」の欄には自社小売部門の供給3に係る新規契約

若しくは解約の件数を、「その他のガス小売事業者」の欄には他の事業者との小売

託送契約に係る新規契約若しくは解約の件数を、それぞれ記載する。 

(4) 「２．新規契約及び解約件数」及び「３．月間のガス小売事業者等の変更件数」の

欄には、報告対象月の一般ガス導管事業者の供給区域の新規契約等の調定件数の月

間合計値（フロー値）を記載する。なお、月間合計値には最終保障供給に関する件

数を含む。 

(5) 検針日が月末ではないこと、需要家によって検針日が異なること等の理由により、

１か月分のガス販売量等の管理を暦月とは異なる期間を用いて行っている場合に

は、ガス販売量等の管理に用いている期間を用いて月ごとの合計値を算出して記載

する。 

(6) 「新規契約」とは、「需要家による新たなガスの使用を前提とした契約」であり、

例えば、新築や転居に伴う契約を指す。また、旧簡易ガス形態のガス小売事業者（旧

ガス事業法第２条第１４項の事業、及びいわゆるＬＰストレート供給形態のガス小

売事業者を含む。）やＬＰガス、オール電化等から新規に契約変更した件数を含む

こととし、報告対象月の初回調定件数をもって新規契約件数に計上することとする。 

 
3 自社小売部門の供給には、供給区域内における、小売供給及び需要場所で払い出す卸供給が含

まれる。 
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(7) 「解約」とは、「需要家によるガスの使用廃止を前提とした解約」であり、例えば、

取り壊しや転居など（旧簡易ガス形態のガス小売事業者（いわゆるＬＰストレート

供給形態のガス小売事業者を含む。）やＬＰガス、オール電化等への転換を含む。）

に伴う解約を指す。 

(8) 「３．月間のガス小売事業者等の変更件数」の欄には、次の整理に基づいて記載す

る。 

変更前 変更後 件数 

一般ガス導管事業者 

一般ガス導管事業者の供給区域の

旧一般ガスみなしガス小売事業者 
ａ 

その他のガス小売事業者 ｂ 

一般ガス導管事業者の供給区域の

旧一般ガスみなしガス事業者 

一般ガス導管事業者 ｃ 

その他のガス小売事業者 ｄ 

その他のガス小売事業者 

一般ガス導管事業者 ｅ 

一般ガス導管事業者の供給区域の

旧一般ガスみなしガス小売事業者 
ｆ 

その他のガス小売事業者 ｇ 

 

・ 一般ガス導管事業者の最終保障供給から、自社小売部門の供給4への変更件数

は「ａ」に記載する。一般ガス導管事業者の最終保障供給から、その他の事業

者との小売託送契約への変更件数は「ｂ」に記載する。 

・ 自社小売部門の供給 4から、最終保障供給への変更件数は「ｃ」に記載する。 

・ 自社小売部門の供給 4から、その他の事業者との小売託送契約への変更件数は

「ｄ」に記載する。 

・ その他の事業者の小売託送契約から、最終保障供給への変更件数は「ｅ」に記

載する。 

・ その他の事業者の小売託送契約から、自社小売部門の供給 4への変更件数は「ｆ」

に記載する。 

・ その他の事業者の小売託送契約から、別のその他の事業者の小売託送契約への

変更件数は「ｇ」に記載する。 

・ いずれも、報告対象月の初回調定件数をもって計上することとする。 

 

 
4 自社小売部門の供給には、供給区域内における、小売供給及び需給場所で払い出す卸供給が含

まれる。 
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様式第１３ ガス受託製造の状況 

(1) 「１．申込状況」については、ガス受託製造対象設備の利用検討申込の実績を記載

する。 

(2) 「２．契約締結状況」については、契約実績を記載する。「料金等の金額」は消税

を含めないこととする。 

(3) 「３．拒否状況」については、利用検討申込を受けたもののうち、ガス受託製造を

拒否した実績を記載する。  
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「指定旧供給区域等小売供給約款の契約状況報告書」に係る記載要領 

 

平成２９年８月 

 

 ガス関係報告規則（平成２９年経済産業省令第１６号）第３条において規定する附則

様式の指定旧供給区域等小売供給約款の契約状況報告書に関する記載要領は次のとお

りとする。 

 

附則様式 指定旧供給区域等小売供給約款の契約状況報告書 

(1) 小売供給契約のうち、特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれ

を供給する分については、記載を要しない。 

(2) 「対象区域」は、指定旧供給区域等小売供給を行っている供給区域を記載する。 

(3) 検針日が月末ではないこと、需要家によって検針日が異なること等の理由により、

１か月分のガス販売量等の管理を暦月とは異なる期間を用いて行っている場合に

は、ガス販売量等の管理に用いている期間を用いて月ごとの合計値を算出して記載

する。 

(4) 「１．新規契約及び解約件数」の欄には、指定旧供給区域等小売供給約款に基づく

契約実績のみを記載する。 

(5) 「１．新規契約及び解約件数」の欄には、新規契約及び解約に関する件数のみを記

載すれば足り、「２．月間の契約変更件数」において報告を求める「指定旧供給区

域等小売供給」から「その他の小売供給」又は「その他のガス小売事業者からの供

給」へ契約を変更した件数及び「その他の小売供給」又は「その他のガス小売事業

者からの供給」から「指定旧供給区域等小売供給」へ契約を変更した件数について

は記載を要しない。 

(6) 「新規契約」とは、「需要家による新たなガスの使用を前提とした契約」であり、

例えば、新築や転居に伴う契約を指す。また、旧簡易ガス形態のガス小売事業者（旧

ガス事業法第２条第１４項の事業、及びいわゆるＬＰストレート供給形態のガス小

売事業者を含む。）やＬＰガス、オール電化等から新規に契約変更した件数を含む

こととし、報告対象月の初回調定件数をもって新規契約件数に計上することとする。 

(7) 「解約」とは、「需要家によるガスの使用廃止を前提とした解約」であり、例えば、

取り壊しや転居など（旧簡易ガス形態のガス小売事業者（いわゆるＬＰストレート

供給形態のガス小売事業者を含む。）やＬＰガス、オール電化等への転換を含む。）



 

13 

 

に伴う解約を指す。また、報告対象月の最終調定件数をもって解約件数に計上する

こととする。 

(8) 「２．月間の契約変更件数」の欄には、報告対象月の調定件数の合計値（フロー値）

を次の整理に基づいて記載する。 

種別 変更前 変更後 
件数 

家庭用 商業用 工業用 その他 

自社内

変更 

指定旧供給区域等小売供

給 
その他の小売供給 ａ ａ ａ ａ 

その他の小売供給 
指定旧供給区域等小売供

給 
ｂ ｂ ｂ ｂ 

離脱 
指定旧供給区域等小売供

給 

その他のガス小売事業者

からの供給 
ｃ ｃ ｃ ｃ 

受入 
その他のガス小売事業者 

からの供給 

指定旧供給区域等小売供

給 
ｄ ｄ ｄ ｄ 

 

・ みなしガス小売事業者の規制料金メニューから当該みなしガス小売事業者の

自由料金メニューへの契約変更件数は、報告対象月の初回調定件数をもって計

上することとし、「ａ」に記載する。 

・ みなしガス小売事業者の自由料金メニューから当該みなしガス小売事業者の

規制料金メニューへの契約変更件数は、報告対象月の初回調定件数をもって計

上することとし、「ｂ」に記載する。 

・ みなしガス小売事業者の規制料金メニューからその他のガス小売事業者（他の

供給区域におけるみなしガス小売事業者を含む。）が提供する料金メニューへ

の契約変更件数は、報告対象月の前月の最終調定件数をもって計上することと

し、「ｃ」に記載する。 

・ その他のガス小売事業者（他の供給区域におけるみなしガス小売事業者を含

む。）が提供する料金メニューからみなしガス小売事業者の規制料金メニュー

への契約変更件数は、報告対象月の初回調定件数をもって計上することとし、

「ｄ」に記載する。 

 


